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■勢いを欠く内需回復に対し、政府・中銀は自動車・住宅への需要喚起策や利下げを実施 

インドネシアの 2020 年 10～12 月期の実質 GDP

成長率は前年同期比▲2.2％となった。4～6 月期の同

▲5.3％、7～9 月期の同▲3.5％からマイナス幅が縮

小したものの、依然として厳しい状況が続いている。

実際、民間消費と総固定資本形成は同▲3.6％、同▲

6.2％と、7～9 月（それぞれ▲4.1％、▲6.5％）から

のマイナス幅縮小はわずかであり、低迷が続いてい

る。 

こうした状況下、インドネシア政府と中央銀行は

内需喚起策を導入した。政府は 2021 年 3～12 月の

自動車奢侈税を減免（3～5月は全額免除、6～8月は

50％減免、9～12月は 25％減免）する。また、イン

ドネシア中銀も本年 2 月の金融政策会合で、自動車

ローンの頭金規制と住宅ローンの借入規制を緩和し

た。不良債権比率が 5％以下の金融機関からであれ

ば、3 月 1 日より消費者は、頭金なしの自動車ロー

ンや不動産評価額 100％までの住宅ローンを受けることができるようになった。同時に中銀は政策金利

を過去最低の 3.50％とする、25bps の利下げを実施した（右図）。インフレ率がターゲットレンジ（2

～4％）を下回って推移していることに加え、通貨ルピアの対米ドルレートもルピア高基調が続いていた

ことが昨年 11月に続く追加緩和の後押しとなった。 

こうした一連の施策は自動車や住宅の需要を喚起するものとなろうが、経済活動が制約されるなかで

は大きな効果が望みにくい。内需喚起策の効果は今後の活動制限の緩和ペースに左右されるとみられ、

新型コロナワクチンの普及が重要な鍵を握っていると言えよう。 

■早期のワクチン普及は見込めず、景気持ち直しには時間 

インドネシア政府は、2 月末までに中国シノバック社製ワクチン 2,800 万回分を受領済で、このほか

に 6 月末までに COVAX ファシリティを通じて 1,370 万～2,310 万回分が供給される見込みである。こ

れを受け、政府は 1 月 13 日より医療従事者向けに、2 月 17 日より高齢者・公務員・行商人向けにワク

チン接種を開始した。一般向けの接種も 4 月から実施されるほか、政府プログラムとは別に民間企業に

よる自主接種も進められる予定である。 

もっとも、2 億 7,020万人（2020年）と世界第 4位の人口を抱える同国において全国民にワクチンの

接種を進めることは容易ではない。政府プログラムによる接種者は 6 月末時点でも 7,000 万人、単純計

算で接種率は 25.9％にとどまる見込みである。また、米デューク大によると、インドネシアは合計で 1

億 9,500 万回分（人口カバー率：38％、3 月 1 日時点）しか確保できていない。今後のワクチン確保と

接種のペースにもよるが、現在のところ、インドネシアで早期に集団免疫を獲得できる程度（接種率 70％

程度）までワクチンが普及し、活動制限措置が大幅に緩和される展開は見込み難い。このため、内需喚

起策の効果は限定的なものにとどまる可能性が高く、インドネシア経済の本格的な持ち直しにはなお時

間を要するとみておくべきであろう。 
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